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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３０年判決分（順号２０１８－３９） 

福島地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 不当利得返還請求事件 

国側当事者・国 

平成３０年１１月１３日棄却・確定 

 

判 決 

原告 Ｘ１ 

原告 Ｘ２ 

原告 Ｘ３ 

原告 Ｘ４ 

原告 Ｘ５ 

原告 Ｘ６ 

上記６名訴訟代理人弁護士 広田 次男 

同 坂本 博之 

被告 国 

同代表者法務大臣 山下 貴司 

同指定代理人 佐藤 真梨子 

同 齊藤 親司 

同 遊佐 真子 

同 小林 志保子 

同 泉 利夫 

同 古山 繁樹 

同 野崎 佳之 

同 酒井 直仁 

同 石澤 広隆 

同 安斎 守 

同 川口 晴彦 

同 田中 学 

同 及川 悦宏 

 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求の趣旨 

 被告は、原告らに対し、それぞれ１１７万３２７１円及びこれに対する平成２８年１２月１

７日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 
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１ 事案の概要 

 本件は、原告らが、仙台国税局長が平成２６年５月１５日に取り立てた原告らの供託金２０

００万円のうち７０３万９６３１円は法律上の原因に基づかないものであると主張し、被告に

対し、民法７０３条に基づく不当利得返還請求権として、内金７０３万９６２６円（原告１人

あたり１１７万３２７１円）の金員の返還及びこれに対する平成２８年１２月１７日（原告ら

による返還の催告書面が被告に到達した日の翌日）から支払済みまで同法所定の年５分の割合

による法定利息の支払を求めた事案である。 

２ 前提事実（認定に供した証拠等の掲記がない事実は、当事者間に争いがない。） 

（１）当事者等 

ア 株式会社Ａ（以下「Ａ」という。）は、福島県南相馬市に本店を置く、産業廃棄物最終

処分業、産業廃棄物中間処理業、産業廃棄物収集運搬業及びこれらに付帯する一切の事業

を目的とする株式会社である。Ａは、平成２８年２月●日、当裁判所により破産手続開始

決定を受けた。（甲１） 

イ 原告らは、福島県南相馬市ないしいわき市に居住し、Ａの産業廃棄物処理施設の設置に

反対していた者である（甲２、弁論の全趣旨）。 

（２）原告らによる産業廃棄物処理施設の建設工事の続行差止訴訟等 

ア 保全事件について（甲２、１５、１８、弁論の全趣旨） 

（ア）原告らは、平成１３年４月１１日、福島地方裁判所いわき支部に対し、福島県南相馬

市の土地外合計１４筆の土地（以下「本件土地」という。）における産業廃棄物処理施

設の建設工事（以下「本件工事」という。）の続行差止めを求める仮処分命令を申し立

てた（同支部平成●●年（○○）第●●号）ところ、同支部は、同年６月２９日、２０

００万円の担保を立てることを条件として、本件工事の続行を禁止する旨の仮処分命令

（以下「本件仮処分命令」という。）を発令した。 

 原告らは、同年７月２日、福島地方法務局平支局（なお、福島地方法務局平支局は、

組織変更により福島地方法務局いわき支局に変更された。）に対し、本件仮処分命令の

担保として２０００万円を供託した（平成１３年度金第●●号。以下「本件供託金」と

いう。）。そこで、Ａは、平成１３年７月頃、本件仮処分命令に従い、本件工事を中止し

た。 

（イ）Ａは、福島地方裁判所いわき支部に対し、本件仮処分命令に対する保全異議の申立て

をした（同支部平成●●年（○○）第●●号）が、同支部は、平成１４年３月８日、本

件仮処分命令を認可する旨の決定をした。 

（ウ）Ａは、仙台高等裁判所に対し、本件仮処分命令の認可決定に対する保全抗告を提起し

た（同裁判所平成●●年（○○）第●●号）ところ、同裁判所は、平成１５年３月３１

日、原告らの被保全権利の疎明がないとして、上記認可決定を取り消した上で、本件仮

処分命令を取り消し、原告らの仮処分命令の申立てを却下した。 

（エ）原告らは、最高裁判所に対し、上記保全抗告決定に対する特別抗告を提起した（同裁

判所平成●●年（○○）第●●号）が、同裁判所は、平成１５年７月３日、原告らの特

別抗告を棄却する旨の決定をした。 

イ 本案事件について（甲１６、１８） 

（ア）原告らは、平成１３年３月２３日、福島地方裁判所いわき支部に対し、本件仮処分命
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令の本案である本件工事の差止め等を求める訴え（同支部平成●●年（○○）第●●号。

以下「本件訴訟①」という。）を提起したところ、同支部は、原告らの請求をいずれも

棄却した。 

（イ）原告らは、仙台高等裁判所に対し、上記判決に対する控訴を提起した（同裁判所平成

●●年（○○）第●●号）が、同裁判所は、平成１９年３月２２日、原告らの控訴をい

ずれも棄却した。 

（ウ）原告らは、最高裁判所に対し、上記判決に対する上告及び上告受理申立てをした（同

裁判所平成●●年（○○）第●●号・同平成●●年（○○）第●●号）が、同裁判所は、

平成１９年９月２５日、上告棄却かつ上告不受理の決定をし、本件訴訟①は確定した。 

（３）Ａによる原告らに対する損害賠償請求訴訟（甲２、１７、１８） 

ア Ａは、平成１９年頃、福島地方裁判所いわき支部に対し、原告らの本件仮処分命令申立

てにより本件工事の中止を余儀なくされたと主張し、原告らに対し、共同不法行為に基づ

き、本件工事が中止になったことによる損害合計１１億８１２５万円の内金３億円及びこ

れに対する遅延損害金の連帯支払を求める訴訟（同支部平成●●年（○○）第●●号・同

平成●●年（○○）第●●号。以下「本件訴訟②」という。）を提起したところ、同支部

は、Ａの請求を全て認容する旨の判決をした。 

イ 原告らは、仙台高等裁判所に対し、上記判決に対する控訴を提起した（同裁判所平成●

●年（○○）第●●号）ところ、同裁判所は、平成２３年５月１２日、上記控訴を一部容

れ、原告らによる本件仮処分命令の申立てを違法であるとした上で、Ａの請求につき、１

億５４７７万６２０１円及びこれに対する遅延損害金の連帯支払を求める限度で認容し、

その余を棄却する旨の判決をした。 

ウ 原告らは、最高裁判所に対し、上記判決に対する上告及び上告受理申立てをした（同裁

判所平成●●年（○○）第●●号・同平成●●年（○○）第●●号）が、同裁判所は、平

成２５年１０月２９日、上告棄却かつ上告不受理の決定をし、本件訴訟②は確定した。 

（４）ＡによるＢらに対する損害賠償請求訴訟（甲３の１・２、１８、弁論の全趣旨） 

ア Ａは、福島地方裁判所相馬支部に対し、Ｂ及びＣ（以下「Ｂら」という。）とＤ（同人

は、第１審係属中に死亡し、その後はＢがその債権債務を全て相続した。）が、原告らと

の共謀に基づき、本件工事を中止させる目的でＡとの間の土地賃貸借契約を解除する旨の

意思表示をした上、当該土地を原告らに譲渡したと主張し、債務不履行又は不法行為に基

づき、本件工事が中止になったことによる損害の内金３億円及びこれに対する遅延損害金

の連帯支払を求める訴訟（同支部平成●●年（○○）第●●号・同平成●●年（○○）第

●●号・第●●号・第●●号。以下「本件訴訟③」という。なお、上記損害賠償請求以外

の請求については、本件に関係しないため、以下割愛する。）を提起したところ、同支部

は、Ａの上記損害賠償請求を全て認容する旨の判決をした。 

イ Ｂらは、仙台高等裁判所に対し、上記判決に対する控訴を提起した（同裁判所平成●●

年（○○）第●●号）ところ、同裁判所は、平成２３年２月８日、上記控訴を一部容れ、

Ｂらに賃貸借契約の債務不履行があるとした上で、Ａの請求につき、１億５４７７万６２

０１円及びこれに対する遅延損害金の連帯支払を求める限度で認容し、その余を棄却する

旨の判決をした。 

（５）仙台国税局長による差押え 
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ア Ａは、平成２６年４月２１日時点で、国税を合計１３億５１７８万２２６８円（平成１

３年４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度に係る法人税（本税）４億６２７

６万６２６８円、過少申告加算税８０１５万９０００円、利子税１８６万１４００円、延

滞税８億０６９９万５６００円）滞納していた（弁論の全趣旨）。 

イ 仙台国税局長は、平成２６年４月２１日付けで、上記アの滞納処分として、国税徴収法

４７条に基づき、Ａの有する本件訴訟②の原告らに対する損害賠償債権（以下「本件損害

賠償債権②」という。）と、本件訴訟③のＢらに対する損害賠償債権（以下「本件損害賠

償債権③」という。）をそれぞれ差し押さえ、国税徴収法６２条１項に基づき、原告ら及

びＢらに対し、それぞれ債権差押通知書を送達した。そこで、原告らは、平成２６年４月

２５日、仙台国税局長に対し、本件損害賠償債権②に係る弁済として、１億２５９６万６

３２４円を支払った。また、Ｂらも、同日、仙台国税局長に対し、本件損害賠償債権③に

係る弁済として、２９７８万４０１５円を支払った。 

ウ 仙台国税局長は、平成２６年４月２１日付けで、上記アの滞納処分として、国税徴収法

４７条に基づき、Ａが有する本件仮処分命令の担保として原告らが供託した本件供託金２

０００万円の還付請求権（以下「本件供託金還付請求権」という。）を差し押さえ、同年

５月１５日、本件供託金還付請求権の全額である２０００万円を取り立てた（以下「本件

取立て」という。）。（乙１、弁論の全趣旨） 

（６）原告らとＡの賃貸借契約（甲１８、弁論の全趣旨） 

 原告らは、Ａに対し、本件各土地を賃料年額合計７５９万６５９４円（原告１人あたり１

２６万６０９９円）で賃貸していた（以下「本件賃貸借契約」という。）。 

（７）原告らによる相殺の意思表示（甲１８、弁論の全趣旨） 

 原告らは、平成２７年３月２７日付け通知書により、本件賃貸借契約に基づく、平成２５

年３月２５日から平成２６年３月２４日までの分の賃料債権７５９万６５９４円（以下「本

件賃料債権」という。）を自働債権とし、本件損害賠償債権②を受働債権として相殺する旨

の意思表示をした（以下「本件相殺」という。）。 

（８）原告らの請求異議事件（甲１８、１９、弁論の全趣旨） 

 原告らは、当庁に対し、Ａを被告とする本件訴訟②の執行力の排除等を求める請求異議事

件（当裁判所平成●●年（○○）第●●号。以下「本件訴訟④」という。）を提起したとこ

ろ、平成２７年７月２８日、Ａが有する本件損害賠償債権②及び本件損害賠償債権③が全て

消滅したことが認定された上で、原告らの請求を認容する旨の判決がなされ、同判決は同年

８月２５日に確定した。上記判決では、本件相殺により、本件賃料債権と本件損害賠償債権

②の一部が本件相殺により平成２６年３月２４日をもって対当額で消滅したことなどが認定

されている。 

３ 争点に関する当事者の主張 

 本件では、仙台国税局長による本件取立ての一部が非債弁済に当たるか否かが問題となると

ころ、この点は、本件相殺が有効であるか否かに帰結する。 

（原告らの主張） 

（１）原告らは、平成２７年３月２７日、本件損害賠償債権②を受働債権とし、本件賃料債権を

自働債権とする相殺をしたため（本件相殺）、両債権は相殺適状時である平成２６年３月２

４日に遡り対当額で消滅し、同年５月１３日時点で本件損害賠償債権②の残額は１２９５万
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５７６２円（元金１２９３万２７３２円、利息遅延損害金２万３０３０円）となった。同月

１５日、仙台国税局長は、本件供託金２０００万円を取り立てているが、本件損害賠償債権

②の残額１２９５万５７６２円を超える７０４万４２３８円（少なくとも原告主張の７０３

万９６３１円の限度で）は債務が存在しないのに取立てをしている部分があり、非債弁済に

当たる。 

（２）本件相殺は民法５０９条にも反せず有効である。民法５０９条の趣旨が、不法行為の被害

者を保護するため現実の弁済により損害の填補を図ろうとする点にあることからすれば、被

害者の債権が、不法行為責任の他に債務不履行責任の意味も併せ持っている場合には、相殺

により両債権が消滅したとしても同条の趣旨に反するものとはいえない。Ａが原告らに対し

て有している本件損害賠償債権②は、不法行為に基づくものであると同時に、ＡのＢらに対

する債務不履行に基づく本件損害賠償債権③と不真正連帯の関係にあることからすれば、本

件損害賠償債権②について相殺がなされたとしても同条に反することはない。また、上記の

ような同条の趣旨からすれば、債権者が争わず、容認する場合には、不法行為に基づく損害

賠償債権を受働債権とする相殺も許されるところ、Ａは、本件訴訟④において、本件相殺に

ついて争っておらず、この点でも本件相殺が同条に反するものとはいえない。 

（被告の主張） 

（１）本件相殺適状は相殺の意思表示がされたときに現存することを要するところ、原告らが本

件相殺の意思表示をしたのは平成２７年３月２７日であり、それ以前に平成２６年５月１５

日の時点で受働債権である本件損害賠償債権②は本件取立てにより２０００万円の限度で先

に消滅しているため、その限度で相殺は許されない。また、相殺の遡及効によっても相殺の

意思表示前に生じた法律関係を覆すことはできず、本件取立てによる弁済の効果を否定する

ことはできない。よって、既に行われた本件取立てが本件相殺によって非債弁済となること

はない。 

（２）民法５０９条が、現実の弁済による損害の填補及び自力救済の禁止を趣旨として、不法行

為債権を受働債権とする相殺を禁じていることからすれば、受働債権が不法行為債権である

以上、それが債務不履行責任としての側面を併せ持っていたとしても相殺が許されるもので

はない。また、上記の趣旨からすれば、債権者が相殺の効力を争わず、容認している場合で

あっても、相殺契約が締結されるなどしていない以上、不法行為に基づく損害賠償請求債権

を受働債権とする相殺は許されない。そこで、本件相殺は、民法５０９条に反し、無効なも

のである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件取立ての一部が非債弁済に当たるか否か（本件相殺の有効性） 

 相殺適状は、原則として、相殺の意思表示がされたときに現存することを要するのであるか

ら、いったん相殺適状が生じていたとしても、相殺の意思表示がされる前に一方の債権が弁済、

代物弁済、更改、相殺等の事由によって消滅していた場合には相殺は許されないと解するのが

相当である（最高裁判所昭和５４年７月１０日第三小法廷判決・民集３３巻５号５３３頁）。

そして、民法５０８条は、債権が消滅時効した場合について、上記の例外として明文で規定し

たものであると解されており、同条により上記解釈は左右されない。ところが、本件では、前

記前提事実（５）（７）記載のとおり、仙台国税局長が、平成２６年４月２１日付けで滞納処

分として本件供託金還付請求権を差し押さえた上、同年５月１５日に本件取立てにより２００
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０万円を回収したため、その限度で本件損害賠償債権②は消滅したところ、原告らの本件相殺

はその後の平成２７年３月２７日に本件損害賠償債権②を受働債権として相殺の意思表示をす

るものであり、この時点で本件損害賠償債権②は２０００万円の限度で本件賃料債権との相殺

適状を既に失っているため、相殺の遡及効によっても本件取立てによる債権消滅の効果を覆す

ことはできない。結局、本件相殺は、本件取立て後の本件損害賠償債権②の残額の限度で効力

が生じるにすぎず、本件取立てによる債権消滅の効果を覆すような効力を有するものではない。

なお、本件訴訟④の判決では、本件賃料債権７５９万６５９４円と本件損害賠償債権②が対当

額で相殺されたことを認定しているが、本件訴訟は当事者を異にする以上、上記認定に拘束さ

れることはない。 

２ まとめ 

 そして、本件取立てがなされた平成２６年５月１５日時点で本件損害賠償債権②の残額は、

少なくとも２０００万円を超えていたことが認められること（原告が本件相殺後の本件損害賠

償債権②の残元金額が１２９３万２７３２円であると主張していることからすれば、本件相殺

の効果が生じなければ、同債権の残元金額は２０００万円以上になるものと認められる。）か

らすれば、本件取立てによる２０００万円の回収が非債弁済であると認めることはできない。 

 以上によれば、被告の本件取立ては非債弁済に当たらず、被告が本件取立てにより不当に利

得を得たとはいえないことからすれば、その余の点を判断するまでもなく、原告らの請求は理

由がないものと認められる。 

３ 結論 

 よって、原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決する。 
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